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(単位：千円）
資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 36,913,526

建物 6,801,683

減価償却累計額 1,143,823 5,657,860

構築物 865,042

減価償却累計額 154,167 710,874

工具器具備品 552,498

減価償却累計額 324,222 228,276

図書 2,358,950

美術品・収蔵品 23,323

船舶 2,277

減価償却累計額 1,848 428

車両運搬具 20,737

減価償却累計額 11,264 9,473

建設仮勘定

建設仮勘定 9,224

有形固定資産合計 45,911,938

２ 無形固定資産

ソフトウェア 3,451

その他の無形固定資産 611

無形固定資産合計 4,062

３ 投資その他の資産

預託金 182

投資その他の資産合計 182

固定資産合計 45,916,183

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 921,978

未収学生納付金収入 12,113

有価証券 799,875

たな卸資産 6,978

前渡金 468

その他の流動資産 27,456

流動資産合計 1,768,870

資産合計 47,685,054

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 321,371

資産見返補助金 1,328

資産見返寄付金 44,970

資産見返物品受贈額 2,079,948 2,447,618

引当金

退職給付引当金 3,319 3,319

固定負債合計 2,450,938

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 96,911

寄付金債務 50,875

前受受託研究費等 16,748

前受金 278,354

預り金 63,140

未払金 979,665

リース債務 64,033

流動負債合計 1,549,730

負債合計 4,000,668

資本の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 43,693,912

資本金合計 43,693,912

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 739,561

損益外減価償却累計額（－） -1,390,458

資本剰余金合計 -650,896

Ⅲ 利益剰余金

教育研究環境整備等積立金 225,516

積立金 51,519

当期未処分利益 364,333

（うち当期総利益 364,333）

利益剰余金合計 641,369

資本合計 43,684,385

負債資本合計 47,685,054

貸借対照表
平成１９年３月３１日 現在
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 895,970

研究経費 150,833

教育研究支援経費 75,646

受託研究費等 4,084

受託事業費等 31,574

役員人件費 109,813

教員人件費

常勤教員給与 4,754,407

非常勤教員給与 186,834 4,941,241

職員人件費

常勤職員給与 1,236,544

非常勤職員給与 117,992 1,354,536 7,563,702

一般管理費 257,056

財務費用

支払利息 1,723

為替差損 0 1,723

経常費用合計 7,822,483

経常収益

運営費交付金収益 5,307,520

授業料収益 2,196,677

入学金収益 319,713

検定料収益 67,402

受託研究等収益

国（地方公共団体含む）からの受託研究等収益 1,550

その他の受託研究等収益 8,516 10,066

受託事業等収益

国（地方公共団体含む）からの受託事業等収益 13,179

その他の受託事業等収益 28,614 41,793

寄付金収益 18,815

施設費収益 79,336

補助金等収益 24,369

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 20,839

資産見返寄付金戻入 3,578

資産見返物品受贈額戻入 54 24,472

財務収益

受取利息 374

有価証券利息 1,637 2,012

雑益

財産貸付料収入 18,418

文献複写料収入 784

その他の雑益 25,689 44,893

経常収益合計 8,137,073

経常利益 314,590

臨時損失

固定資産売却損 136

その他の臨時損失 344 480

臨時利益

その他の臨時利益 898 898

当期純利益 315,008

目的積立金取崩額 49,324

当期総利益 364,333

損益計算書
自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日

- 2 -



（単位：千円）
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 -964,381
人件費支出 -6,095,102
その他の業務支出 -473,633
運営費交付金収入 5,305,872
授業料収入 2,138,338
入学金収入 316,295
検定料収入 67,402
受託研究等収入 26,815
受託事業等収入 29,145
補助金等収入 25,698
科学研究費補助金収入 259
寄付金収入 39,264
財産の賃貸等による収入 18,462
その他の収入 236,024

業務活動によるキャッシュ・フロー 670,460

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 -50,000
有価証券の取得による支出 -2,698,237
有価証券の売却による収入 1,899,235
有形固定資産の取得による支出 -346,656
無形固定資産の取得による支出 -882
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 111
施設費による収入 242,048

小計 -954,381
利息及び配当金の受取額 1,099

投資活動によるキャッシュ・フロー -953,282

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 -68,630
利息の支払額 -1,820
財務活動によるキャッシュ・フロー -70,450

Ⅳ資金増加額 -353,272

Ⅴ資金期首残高 1,225,250

Ⅵ資金期末残高 871,978

キャッシュ・フロー計算書

自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日
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(単位：円)

Ⅰ 当期未処分利益 364,333,330

当期総利益 364,333,330

Ⅱ 利益処分額

国立大学法人法第35条において準用する

独立行政法人通則法第４４条第３項により

文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育研究環境整備等積立金 364,333,330 364,333,330

利益の処分に関する書類（案）

- 4 -



Ⅰ業務費用
（１）損益計算書上の費用

業務費 7,563,702
一般管理費 257,056
財務費用 1,723
臨時損失 480 7,822,963

（２）（控除） 自己収入等
授業料収益 -2,196,677
入学金収益 -319,713
検定料収益 -67,402
受託研究等収益 -10,066
受託事業等収益 -41,793
寄付金収益 -18,815
資産見返運営費交付金等戻入（授業料分） -12,262
資産見返寄付金戻入 -3,578
財務収益 -2,012
雑益 -43,243
臨時利益 -898 -2,716,464

業務費用合計 5,106,499

Ⅱ損益外減価償却等相当額
損益外減価償却相当額 463,913
損益外固定資産除却相当額 549 464,463

Ⅲ引当外退職給付増加見積額 57,864

Ⅳ機会費用
国有財産無償使用の機会費用 1,300
政府出資等の機会費用 712,245 713,545

Ⅴ国立大学法人等業務実施コスト 6,342,372

（単位：千円）

国立大学法人等業務実施コスト計算書

自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日
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（重要な会計方針）

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
下記を除き，期間進行基準を採用している。

退職一時金に充当される運営費交付金 ・・・費用進行基準

文部科学省が指定する特別教育研究経 ・・・文部科学省が指定する
費，特殊要因経費に充当される運営費 成果進行基準又は費用進行基準

文部科学省が指定するものを除き大学 ・・・成果進行基準
が成果進行基準を採用することを認め
た業務に充当される運営費交付金

文部科学省が指定するものを除き学長 ・・・費用進行基準
が費用進行基準を採用することを認め
た業務に充当される運営費交付金

２．減価償却の会計処理方法
(1) 有形固定資産
定額法を採用している。

建物(建物附属設備含む）３年～４７年 構築物 ３年～４５年
工具器具備品 ２年～１０年 船舶 ５年～８年
車両運搬具 ６年

(2) 無形固定資産
定額法を採用している。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

４．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準 低価法
評価方法 移動平均法（販売図書）

最終仕入原価法（その他のたな卸資産）

６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年国債の平成１９年３月末利回りを参考に１．６５％で計算している。

７．リース取引の会計処理

８．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は，税込方式による。

９．会計方針の変更

この変更による影響はない。

当事業年度より，「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る国立
大学法人会計基準注解」（平成17年12月22日 国立大学法人会計基準等検討会議）並びにこれらに関
する実務指針（平成18年1月17日 文部科学省 日本公認会計士協会）を適用している。

交付金

主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

また，特定の償却資産（国立大学法人基準第８３）の減価償却相当額については，損益外減価償却
累計額として資本剰余金から控除して表示している。

なお，法人内利用のソフトウェアについては，法人内における利用可能期間（５年）に基づいてい
る。

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については，通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっている。

職員の退職給付に備えるため，当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してい
る。
ただし，運営費交付金により財源措置がなされる職員に対する退職一時金については，退職給付に

係る引当金は計上していない。
なお，国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は，基準第８４第

４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

無償貸与された資産の耐用年数をもとに計算した減価償却費により算出している。
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（注記事項）

１．貸借対照表関係
運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 5,972,006 千円

２．キャッシュ・フロー計算書関係
(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 921,978 千円
（うち定期預金 50,000 千円)
資金期末残高 871,978 千円

(2) 重要な非資金取引
現物出資の受入による資産の取得

工具器具備品 1,810 千円
美術品 1,635 千円

3,445 千円

３．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係
退職給付増加見込額には，国又は地方公共団体からの出向職員分の金額，
1,146千円が含まれている。

４．重要な債務負担行為
該当事項無し

５．重要な後発事象
該当事項無し

６．千円単位の金額の表示について
千円未満の端数は切り捨てにより表示している。但し「利益の処分に関する

書類（案）」については円単位で表示している。
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附属明細書
当事業年度の附属明細書は，「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成１９年３月１日最終改訂 文部科学省 日本公認会計

士協会）の様式に基づき作成している。

（単位：千円）

2. たな卸資産の明細
（単位：千円）

3. 無償使用国有財産等の明細

4. PFIの明細

該当なし

計 113 72 4 182 － － － － － 182
－ － 182

その他の資産
自動車リサイクル料金 113 72 4 182 － － －

－ － － 4,062908 9,550 5,487 1,838計 9,576 882
－ － 611合計 その他の無形固定資産 858 － 247 611 － － －

－ － － 3,451661 8,939 5,487 1,838無形固定資産 ソフトウェア 8,718 882

－ － 611611 － － －計 858 － 247
－ － 611

非償却資産
その他の無形固定資産 858 － 247 611 － － －

－ － － 867－ 882 14 14（特定償却資産以外） 計 － 882
－ － 867無形固定資産 ソフトウェア － 882 － 882 14 14 －

－ － － 2,584661 8,057 5,472 1,824（特定償却資産） 計 8,718 －
－ － 2,584無形固定資産 ソフトウェア 8,718 － 661 8,057 5,472 1,824 －

－ － － 45,911,93859,219 47,547,264 1,635,326 554,907計 47,188,552 417,932
－ － 9,224建設仮勘定 － 67,200 57,975 9,224 － － －

－ － － 9,473－ 20,737 11,264 4,004車両運搬具 19,113 1,624
－ － 428船舶 2,277 － － 2,277 1,848 556 －

－ － － 23,323－ 23,323 － －美術品・収蔵品 21,688 1,635
－ － 2,358,950図書 2,321,427 37,882 359 2,358,950 － － －

－ － － 228,276－ 552,498 324,222 108,270工具器具備品 472,424 80,074
－ － 710,874構築物 850,167 14,875 － 865,042 154,167 51,971 －

－ － － 5,657,860884 6,801,683 1,143,823 390,104合計 建物 6,587,928 214,639
－ － 36,913,526有形固定資産 土地 36,913,526 － － 36,913,526 － － －

－ － － 36,946,07457,975 36,946,074 － －計 36,935,214 68,835
－ － 9,224建設仮勘定 － 67,200 57,975 9,224 － － －

－ － － 23,323－ 23,323 － －美術品・収蔵品 21,688 1,635
－ － 36,913,526非償却資産 土地 36,913,526 － － 36,913,526 － － －

－ － － 496,554176 746,896 250,341 92,818計 655,308 91,764
－ － 2,565車両運搬具 1,825 1,624 － 3,449 883 544 －

164,658－ － － －
－ 166,440

図書 164,834 － 176 164,658 －
工具器具備品 361,957 44,497 － 406,454 240,013 86,162 － －

－ － － 39,729－ 42,175 2,446 1,464（特定償却資産
以外）

構築物 36,414 5,760
－ － 123,161有形固定資産 建物 90,276 39,882 － 130,158 6,997 4,646 －

－ － － 8,469,3081,067 9,854,293 1,384,985 462,089計 9,598,029 257,332
－ － 6,907車両運搬具 17,287 － － 17,287 10,380 3,460 －

－ － － 428－ 2,277 1,848 556船舶 2,277 －
－ － 2,194,292図書 2,156,593 37,882 183 2,194,292 － － －

－ － － 61,835－ 146,044 84,208 22,108工具器具備品 110,467 35,577
－ － 671,145（特定償却資産） 構築物 813,752 9,114 － 822,866 151,721 50,507 －

－ － － 5,534,699884 6,671,525 1,136,825 385,457有形固定資産 建物 6,497,651 174,757

摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

1. 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末

残高

貯蔵品

当期購入・製造・
振替

当期増加額
種 類

その他

構 造

1,300
工具器具備品 研究用 －

19,839

期首残高

4,885

払出・振替

当期減少額

その他

－－21,932

摘 要

6,978

摘 要

期末残高

機会費用の金額
（千円）

区 分 種 別 面 積（㎡）所在地

合計 －
刈谷市井ヶ谷町広沢1 1,300－

－ －
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5. 有価証券の明細

5-1 流動資産として計上された有価証券
（単位：千円）

5-2 投資その他の資産として計上された有価証券

該当なし

6. 出資金の明細

該当なし

7. 長期貸付金の明細

該当なし

8. 借入金の明細

該当なし

9. 国立大学法人等債の明細

該当なし

10. 引当金の明細
10-1 引当金の明細

該当なし

10-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細

該当なし

10-3 退職給付引当金の明細
（単位：千円）

11. 保証債務の明細

該当なし

799,875
貸借対照表

計上額

期首残高

3,256
-

3,256

-

-

3,256

57

当期増加額

119
119

-

-

-

119

当期減少額 期末残高

3,319
3,319

-

-

-

3,319

退職給付債務合計額

未認識過去勤務債務及び未認
識数理計算上の差異

厚生年金基金に係る債務
退職一時金に係る債務

摘 要

－

摘 要

－

－

57
-

-

-

57

799,002

300,000

800,000

299,928

799,875

売買目的
有価証券

満期保有
目的債券

当期損益に含ま

れた評価差額

299,914

499,088

－

－ －

銘 柄

区 分

－ － －

券面総額

貸借対照

表計上額

摘 要

－ －

当期損益に含

まれた評価損

取得総額 時 価 貸借対照

表計上額

－

計

種類及び
銘 柄

500,000 499,947

計

第410回割引短期国債

第427回政府短期証券

取得価額

年金資産

退職給付引当金
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12. 資本金及び資本剰余金の明細
（単位：千円）

13. 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
13-1 積立金の明細 （単位：千円）

13-2 目的積立金の取崩しの明細 （単位：千円）

14. 業務費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

-650,896

摘 要

附属図書館改修工事等

固定資産の取得

51,519
216,306

除却による減少

当期増加額

166,792

当期減少額

106,062

期末残高 摘 要

固定資産の除却

126,662

-102,877

739,561

532,092

69,925

1,390,458

43,693,912

20,971

694,804

1,721

1,721

-

-

162,712

会議費 24

賃借料

43,693,912

2,752 150,833

3,396
9,677

1,759
10,035

203
132
13

33,766

25,722
4,156

10,334

76,741

48,857

2,455
20,207 895,970

124,558
293

1,000
76,789

588
1,105

1,902

24,694
140,682

損益外固定資産除却差額

計
損益外減価償却累計額

差引計

927,716
521,833

164,786

資本剰余金

無償譲与

施設費

目的積立金

44,920
138,234

35,569

区 分

資本金

資本剰余金

政府出資金

20,971

計

219,449
463,913 1,171

-

-

56,737

-

- -

-

修繕費
諸会費

印刷製本費
水道光熱費
旅費交通費
通信運搬費

雑費

消耗品費
備品費

研究経費

奨学費
租税公課
減価償却費
貸倒損失

行事費
諸会費
会議費
報酬・委託・手数料

保守費
修繕費
損害保険料

通信運搬費
賃借料
車両燃料費

備品費
印刷製本費
水道光熱費
旅費交通費

-244,464 549

減価償却費
報酬・委託・手数料

教育経費

（増加）
文部科学大臣による目
的積立金の繰越の承認
（減少）
教育環境整備に伴う固
定資産取得及び消耗
品・備品の購入

期末残高

43,693,912
-

消耗品費

車両燃料費

- -
166,792 106,062

51,519
277,036

45,479
13,179
5,933

547

雑費

106,062合 計

225,516

期首残高

その他

区 分

56,737

区 分

教育研究環境整備等積立
金

積立金
計

金 額

49,324

49,324

教育研究環境整備等積立金

摘 要

教育環境整備に伴う消耗品・備
品等の購入

-405,882

当期減少額期首残高

43,693,912

教育研究環境整備等積立金

計

目的積立金取崩額

当期増加額

141,086

-101,155

教育環境整備に伴う固定資産
取得

計 56,737
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（注） 人件費の定義は以下のとおりである。
常勤職員 ・・・常勤職員・在外職員・任期付職員及び再任用職員（ただし，受託研究費等により雇用する者を除く）
非常勤職員・・・常勤職員・受託研究費等に雇用する者及び派遣職員以外の職員

15. 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
15-1 運営費交付金債務

（単位：千円）

6,174
122

13,824 257,056

244
1,450

37,326
4,506

3,211

27,060

538
3,640

14,512

4,998
7,985

14,646
7,153

30,115
10,436

117,992 1,354,536

1,236,544

186,834 4,941,241

4,754,407

5,570 109,813

53,094
16,568

31,574

4,725 75,646
4,084

183
5,059

131
1,640

923
21,269

711
206

5,635
130

32,307

2,520
203

車両燃料費

交付金当期
交付額

報酬・委託・手数料
会議費

雑費

租税公課
減価償却費

諸会費

旅費交通費

福利厚生費
保守費
修繕費
損害保険料
広告宣伝費

通信運搬費

行事費

賃借料

退職給付費用
法定福利費

給料
賞与

給料

非常勤職員給与

職員人件費
常勤職員給与

印刷製本費
水道光熱費

一般管理費

賞与
退職給付費用
法定福利費

退職給付費用
法定福利費

消耗品費
備品費

給料

教員人件費
常勤教員給与

賞与
退職給付費用
法定福利費

給料
賞与

非常勤教員給与

賞与

受託事業費
役員人件費

法定福利費
退職給付費用

報酬・委託・手数料

減価償却費
雑費

報酬

受託研究費

図書費

賃借料
保守費
修繕費
諸会費

印刷製本費
水道光熱費
旅費交通費
通信運搬費

11,672
71

1,065
105,183

194,280
119,953

239,768
682,541

2,455
109

3,553
180,715

482,008
440,354

1,062,353
2,769,691

期首残高

114,879
-

114,879合 計 5,305,872

消耗品費
備品費

当期振替額
運営費交付金

収益
113,865

5,193,654

5,307,520

資産見返運営費
交付金

5,305,872

教育研究支援経費

平成１８年度

交付年度

15,305

16,320

68,192

915

平成１７年度 -
-

- 114,879

5,323,840

1,014

資本剰余金

96,911

5,208,960

期末残高

-
96,911

小計

-

34,580
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15-2 運営費交付金収益
（単位：千円）

16. 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
16-1 施設費の明細

（単位：千円）

16-2 補助金等の明細
（単位：千円）

17. 役員及び教職員の給与の明細
（単位：千円，人）

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

（注）
１．支給人員数は、年間平均人員数

常勤
学長 1,065,000円
理事 756,000円～ 810,000円

非常勤
理事・監事 333,000円

７．｢支給額｣欄の上段括弧内には、承継職員等に係る支給額を内数にて記載している。
８．人件費の定義は以下のとおりである。

常勤職員 ・・・常勤職員・在外職員・任期付職員及び再任用職員（ただし，受託研究費等により雇用するものを除く）
非常勤職員・・・常勤職員・受託研究費等に雇用する者及び派遣職員以外の職員

５．報酬または給与の支給額は役員報酬、給与、賞与、諸手当及び雑給により構成されており、退職給付引当金繰入額、法定福利費は含め
ていない。

２．役員に対する報酬の支給について、以下のとおりであり、国立大学法人愛知教育大学役員報酬規程により月額で支給している。

６．退職給付の支給額には当期退職給付増加見積額を含んでいない。

932 31
669,215

669,333

30

３．役員に対する退職手当の計算方法については、国立大学法人愛知教育大学役員退職手当規程第２条に基づいている。
４．職員に対する給与の支給については、人事院規則を移行して定めた基準（国立大学法人愛知教育大学職員給与規程）により支給している。

1

支給人員支給人員

区 分

合 計 25,698

当期交付額

10,039

4

国立大学財務・経営セン
ター施設費交付事業費

計

現代的教育ニーズ
プログラム

区 分

当期振替額

43,402
590,661

平成１８年度交付分
4,559,590

費用進行基準

4,559,590

報酬又は給与

48,145

24,369

収益計上

207,048

242,048

- 13,088

区 分
支 給 額

-

- -

14,330

- 10,039

期間進行基準

699,784

5,307,520

業務等区分

特色ある大学支援
プログラム

15,659

常 勤

5,193,654

摘 要

成果進行基準

113,865

当期交付額

合 計

左の会計処理内訳
建設仮勘定見返

施設費
資本剰余金 その他

合 計

1,328

-

施設整備費補助金

-

149,624

資本剰余金
長期預り
補助金等

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

79,336

21,911

162,712

- 57,424

-

-

1,328

-

-

-

支 給 額

常 勤

退職給付

平成１７年度交付分
-

4,742
109,123

摘 要

35,000

605

4,717,823
4,754,354

－

601

4,776,164
4,812,695

4,717,823
925

－
301,839

合 計

計
4,776,164

5,114,535

教職員

計

非常勤

非常勤

常 勤

58,340
58,340

役 員

計

－
11,322

58,340
69,662

非常勤

30
5,044,872

634,635
634,753

669,215
669,215

34,580
34,580

634,635
634,635

－
118

34,580
34,580

－
－

1
290,517

324

3

7 1

29

-

1327
－

118
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18. 開示すべきセグメント情報

該当なし

19. 寄附金の明細

※ 上記件数のうち１件は教育研究基金（受入金額 8,021千円，受入件数147件）

20. 受託研究の明細
国（地方公共団体含む）からの受託研究等収益 （単位：千円）

※ 間接経費（323千円）含む。

その他の受託研究等収益 （単位：千円）

※ 間接経費（5,306千円）含む。

21. 共同研究の明細
国（地方公共団体含む）からの共同研究等収益は該当なし

その他の共同研究等収益 （単位：千円）

※ 間接経費（352千円）含む。

22. 受託事業等の明細
国（地方公共団体含む）からの受託事業等収益 （単位：千円）

※ 間接経費（398千円）含む。

その他の受託事業等収益 （単位：千円）

※ 間接経費（9,820千円）含む。

23. 科学研究費補助金の明細
（単位：千円）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（注） 間接経費相当額を記載し，（ ）内は直接経費相当額で外数。

24. 上記以外の主な資産，負債，費用及び収益の明細
24-1 現金及び預金

（単位：千円）

定期預金 50,000

若手研究（スタートアップ）
3,850

3
-

萌芽研究

1,650

1,650

-
若手研究（Ｂ）

基盤研究（Ｂ）

1,900
2

-

-

-

合 計 921,978

-1,550

28

6

合 計 -

受託研究等収益

1,550
1,550

1,550愛知教育大学 -

39,274

当期受入（千円）

23

当期受入額

摘 要

期末残高

23

件数（件）

期首残高区 分

39,274

区 分

愛知教育大学
合 計

1,860

基盤研究（Ｃ）

-
14,690

23,380

基盤研究（Ａ）

区 分

愛知教育大学
合 計

-

17,080
特定領域研究

-

愛知教育大学

種 目

合 計 -

当期受入

-

期首残高 期末残高

16,748

当期受入額

23,740
23,740

受託研究等収益

6,991
6,991 16,748

期末残高
-愛知教育大学

期首残高
- 1,525

区 分 当期受入額
1,525

受託研究等収益

合 計 - 1,525 1,525 -

期末残高

愛知教育大学 - 13,179 13,179 -

区 分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益

-

区 分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

合 計 - 13,179 13,179

28,614 28,614 --
28,614 -

3

9

件 数 摘 要

28,614

14,100
15

合 計 77,960
68

奨励研究
1,100

-
2

区 分 金 額 備 考
普通預金 871,978
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24-2 未払金
（単位：千円）

5,670

8,484
8,418
8,115
5,688

17,829

（株）日高堂 12,715
（株）コームラ 11,538

（合資）明光建材
西濃印刷（株）
コニックス（株）

13,965

中部電力（株）
日本電子計算機（株）

富士通（株）東海営業本部
日本オーチス・エレベータ（株）

9,670
9,458

相手先

（株）森工務店

光陽建設（株）

退職手当（３０名分） 624,650

朝日電気工事（株）
（株）リガク名古屋営業所

金 額

22,365

愛知教育大学 生活協同組合

合 計 979,665

（株）ぎょうせい 2,957
195,017その外 ６４０件

富士システムテック（株）

4,946
3,973
3,792

（株）日立ビルシステム中部支社 3,780
教育産業（株） 3,478
極東設備工業（株） 3,150
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（注記事項）

附属明細書における千円単位の金額の表示について
千円未満の端数は切り捨てにより表示している。
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